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アジア地域における

労使関係の現状

 労使関係研究協会ぉょび日本労働協会主

催， 1979年 rアジァ塊城労使関係会議 J (第 8 

回）に出席して"一

飯 田 m

( 1 )

束南アジアはいま大きな愿史的転換点に立っている 

ように思われる。わずか5 年前，あのヴ ;C トナム戦争 

が娥烈な悟をあげて鬪わていた時代には，到庙想像も 

つかないような共産主義国家問の争いが，それぞれそ 

の国民的利益を秘めて次第に武力衝突と化し，相互に 

非難の応酬をくり返している。このような現在の共iiif 

主義国間の争いが，振してどのような意味をもつもの 

であるかは，長い歴史のパースぺクティヴのなかでは 

じめで明らかにされるべき事柄であろう。

しかしながらアジア諸国におけるさまざまな社会的 

矛盾の激化は，必ずしも共産主義圏といわれタヴェト 

ナム,カンボジアおよびラオスなどのいわゆるインド 

シナ三国に限られているわけ.ではなく，その他の r自 

由主義圓J 0 国々においても，それらは何らかの形で 

現われつつある。.たとえば，戒厳令下にあるフィリダ 

ピン，独敦的政権の支配するインドネシアなどがその 

深刻さの点で代表的なものとしてあげられる。それら 

の深刻な政治状況を背景に，これらの地域にも，いわ 

ゆる発展途上国に特有なさまざま.な問題が出現する過 

程で，労使関係がそれぞれの国の特殊条件にまえられ 

ながら現われつつある。1979年の労使関係国際会議 

は，以上のようにはげしく揮れ動くアジアの情勢を背 

景に，次のようなきわめて魅力的な三つの主題を中心 

として， 3 月13日から16日までの4 日間，大手町の経 

団速会館においてきわめて活撥に旦つ精力的に展開さ 

れた。

第 1 チ一マ社会的緊張と労使関係 (Social Ten- 
sions and Industrial Relations').

報告者および報告題目

ジェ ムズ ‘ ，スコケィル（James S cov ille )-----
ィリノィ大学労働および労使関係研究所教授一 一 . 

はfc会的緊張，労働市場情況および座業上の衝突J 

(Social Tensions, Labour Market Conditions 
and Industrial Conflict)

鳥 居 泰 ま - i& ii義塾大学経済学部教授一一• [•ァ 

ジァ諸国における工業化と社会経済的緊張（Itv̂  

dustrialization and Socio-Economic Tensions in 

Asian Countries)

，エ ル サ ，P •フ ラ ド（Elsa P. Jurado)— ~.づ ィリジ

ピン大学政治学助教授一一r社会的緊張と工業化  

一一若千の産業におけるプィリダピン労働者の廣 

用情況の考察J (Social Tensions and. Industdaレ 
ization： Observations of the Conditions of Em­

ployment of Filipino Workefs in Some Indust- 

ries)

ジ ョ セ プ . イ ン グ ラ ン ド （Joseph England) -----■

ウォーリック大学社会科学研究委員会労使関係研 

究部一一- [香港における労働担合連動と労働ホ議 

一一解説的枠組みJ (Trade Unionism and Indu- 
-strial D ilu tes in Hong Kong: An Explanatory 

Framework)

第 2 ァーマ産業上の衝突h解 決 （Industrial Con­
flict and Resolution')

ジョセフ，アイザック (Joseph Isaac )一— オ 一  

ストラリァ調停および仲裁委員会会長一鹿業 

上の衝突と解決—— オ一ストラリァの経験がらJ 
(Industrial Conflict and Resolution: The Aust­

ralian Experience)

ス ハ チ ァ イ ’ マ ヌ ス フ ァ イ プ ー ル （Supachai 

Manusphaihool) タイ国チュラロンコルン大

学助教授-----^労働争議と解決J (Industrial Con­
flict and Resolution)

ユリアス，で ，ラモス （Elias T. Ramos) -—— ハ

ワィ大学事業管理学部経営および労使闕係部b助 

教授一 • 「フィリッピンにおける産業平和への耍 

求j . (T h e  Quest for Industrial Peace in the 
Philippines)

第 3 チーマ社会経済的究展上の労働者の経,富参加 

(Worker Participation in Socio-Economic Develop- 

men。
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ヨ ハ ネ ス ，シュレグレ （Jahannes Schregle)

I L O 労使関係および労働管现部主任—— 『アジ 

ア諸国の社会経済的突展における労働者の経営参 . 

加J
Hajime Inoue-全繊同'盟_書記長 [社会経’

済的発展における労働者の経営参加J
ア ル バ 一 ト，ウ イ デ .ィア.ヤ：（Albert Widjaya)

 ■イソ ドネシヤ大学経済社会研究所研究員-----

rインドネシアの社会経済的発胰における労働者 

の経営参加J (Worker Participation in the Ind­

onesian Socio-Economic Development)

Takeshi Inagam i ..法政大学一.一 ' [日本にお

ける社会経済的発展と労働者の参加J (Socio-Eco­
nomic Development and Worker Participation 

in Japan).

この会議は， 3 月13日，午前10時から隅谷三喜男信 

州大学教授を議長として開会され，中山併知郎日本労 

働協会会長の歉迎の接挨および来賓の挨機につづいて， 

会譲運営の手続きについての議長の提案と各セッシヨ 

ンの副議長の選任が行われた。

, 者はこの会譲全体の模様について読者に詳細な報 

告を行うことを任とするものではない。黨者にとって 

もっとも印象深かったいくつかの報告の要旨および 

その論点を紹介することを通じ， アジア諸®  (といっ 

てもヴ;トナム，カンボジアおよびラオスは除く力りにおけ 

る労働問題および労使関係の一 断面について読者の注 

意を喚起したいと考える。率直に言って，この会議以 

前に前もって配布されていた報告レジュメは，その内 

容がきわめて多岐に直り，一報告あたり英文10〜20ぺ 

一ジのかなり餘細なものであり，充分に吟味する金裕 

をもつことができなかった。報告者ひとりびとり力’、， 

それぞれの®の直面する諸問題を出席者に訳えるとい 

う惑を深くした。出席者のひとりとして筆者は，アジ 

ア地域は■もちろん，ヨーロッバおよびアメ .リ力から参 

加された報告者の訳えを，充分に理解しないままに放 

置するよりも，現在，アジア地城Ci労働問題において, 

何が問題であるかいくらかでも把握できればと思い， 

紹介させていただくものである。

いうまでもなく，今回の労使関係会議においては，

3 つのサプ . チープに代まされるr社会的緊張j , 『労 

働争議j お よ び r経営参加J は，いずれの国において 

もI t 要な問題となりつつあるが，とりわけ，アジア諸

国において，これらが相;5；にどのような関係にあるか 

が間われているよb に思われた。私は出席者のひとり 

として，この会譲全体に生々しくみなぎっているア'；>、 

ァ地域における緊張の雰気をいくつかの報告の内容 

を通じて，読者に伝達したいと思うのである。

まずィリノィ大学，.労働および労使関係研究所教 

スコーヴィル氏の報告は，r過渡期の国際労働運動J 
(The Interiiational Labour Movement in Tfansit;-

ion, Univ. of Illinois Prers, 1973)と題するスタ'-ム

ゾル （Adolf Stunuthaりとの共著の結論をもっ.てそ 

の報告の出発点としている。すなわち， f(l)労働運動 

の戦術および構造の形づくる社会環境は，政治的慎域 

のなかに見出される。 （2〉もし政治的な前提条件（Pre- 

condition)が何とか適合的であるならぱ，.労働市場に 

おける需要と供給についての長期的な-^般均衡が，発 

展すべき〔自由な団体交渉〕の制度および過程にとっ 

て，必要な（充分ではないにしても）条件であると思わ 

れ( i l j こうした二つの前提から出発して，彼は，,労働 

市場の条件として， （》)長期の周期的な過剩（long-run 

chronic surplus), (b)労働力不足， あるいは(c)国家干 

渉をあげている。

- 般諭として，労使関係の発展は，その前提として 

の労働組合や労使関係制度の発展が予定されるが，同 

時にストライキに影響をあだえるものとしての失業率 

の高さや賃金率の変化および実質賃金の变動をあげて 

いる反面，石油シa ック以来,労使関係に深刻な影響 

をあたえたものとして長期的停滞，そしてとりわけア 

ジア地域においては，本命的变化の源泉ともいうべき 

中国本命，中華-人民典柏国の出現による影響を重視し 

ているのが印象的である<?この点は，後に行われたジ 

ョセプ' • イングランド（Joseph England)氏の報告と 

も関速する。

発展途上国における社会的緊張をたかめ，•労働争議 

を頻発させる所得の不平さと高、失業率の結果として, 

非公式な労働争議，たとえば， 「就業媒則や職場秩序 

あるいは待遇の間題J (rules, orders, or manner of 

treatment)をめぐって，労働者個人ある、は複数の労 

働者と管理者 (supervisor)な'いしは管理者団との間 

に摩擦が起り，これらが全#としての産業上の不安の 

原因をなしているという。

アジア地域という場合，通例，以下の3 つのグルー 

プに分類するのが普通である。（1)工業化が最も進んで

注ご1、 James G. Scoville, Social Tensions, Labor Market Conditions and Industrial Conflicts, p. 
( 2 )  Ibid,, pp. 3〜4-

114(おの
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アジア地域における労使関係の現状 

いる日本，香港およびシンガボ^ ル，《2)急速な工業化の解明には，報告者がスタ

を推進しつつある国々，中国，南北朝鮮，タィ，（3)エ 

業化を目指しつつある農業国のグループ，イン ドシナ 

三 国 （ケ:6‘トナム, ラオス, カンポジア），フイリッピン, 

イ ン ド ネ シ ア ,'’ イ ンド , ピルマ , パ キ ス タ ン , ス リラ 

ンヵ等の諸国である。ここで問題とされるのは，共産 

圏を除く 0 々であるが，ァジァ諸全体として共通に 

困難な間题をはらむとともに，との3 つのグループそ 

れぞれに独自の政治的.経済的情況をもち困難なぽ題 

の解決を迫られている。スコ々ビルは，以上， 3 つの 

段階にわけられるァジァ諸国をさらに「発展途上国」

.とマより発展した国々J . (more developed countries) 

にわけ，後者においては，労働市場の状熊が景気変動 

そしてまた,労働争議の程度にも何ら影響をあたえな 

いという情況から，労働者の要求は，政治的♦社会的 

制度の変革へと進むとして，報告者はこの仮設をァジ 

ァ地域のぜヶ® すなわち，香港，日本，韓国,シンガ 

ポ ー ルおよびタイ国において1970〜 76年の時期をつぎ 

のように梭証する。

香進石油危機の年，1973年を頂点とするこの時期 

は，前年期は強い労働力需要が支配的であり，後半は 

労働力供給の拡大が, 1976年に至って頂点に達し，スト 

ライキの発生およびその継続期間は，この73年から76 

年にかけて，前年よりいちじるしかったにも’かかわら 

ず，ストライキ件数の上昇向が統かなかったとして 

いる。結論的に，ストライキの長さは，労働力需要の 

はげしかった数年に低下する顔向を示し，これにつづ 

く 3 年間の労働市場のゆるやかな状態の下では上昇傾 

向を示したという。いずれにしても香港においては， 

製造業における充分な労働力供給という条件に恵まれ 

て,ストライキが社会的緊張と結びつくには至ってい 

ない。

日本日本についても報告者は,考察の対象とした 

1970〜76年の7 年間の前半期，労働力需要の急速な増 

大に刺軟されたストライキの頻発，そして後年期fcお 

け•るオイル• シ 3 ック'以後の急激な減少に注目してい 

るが,ストライキの継続期間については， 2 つの時’期 

とも差がないとしている。この時期の r春季闘争J が， 

日本の社会的緊張とどういう開係に立つか明らかでは 

なく，その意味で，•1973年以後の労働争議の減少傾向

ムゾルと共同して作りあ 

げたスタ一みゾル.スコーヴ ィ ル . モデルは修疋した 

形-でしか役立たないが，ただ報告者は敏箸な労働市場 

の特傲として，1973年から76年までの問，.労働市場に 

おごいて若年労働力の入職者の減少傾向がみられた点を 

指摘している点に注目しよう。

すなわち， 15歳から19歳までの若年層の，入転者全 

体について占める割合は，男の子について25.2パーセ 

X トから19.2パーセントに，また20歳から24歳までの 

年齢層については79.5パーセントから74.9パ " セ，ソト 

に減少し， また婦人につ、ては15歳から19歳までの年 

t さ層について27.9パ一セントから19.2バーセソ トとい 

ちじるしい低落を示しすこのであっニこれについて, 

報告者は，青年層め成田空地反対鬪争およぴ赤軍への 

参加を，考えられる主要な原因としてあげているが，

これによって労働争議と社会的緊張とを結びつけるに 

はかなりな無煙が伴い，これをもって労働関係と社会 

的緊張とを媒介させるとすれぱ，その論理はあまりに 

も粗雜だと私は思う。そうした政洽的な要因よりは， 

現今の日本社会に特徴的ともいうべき高学歴化の觸向 

に，このオイル* シ g ックを頂点とする数^^間，拍取 

がかけられたのではないかと考える方が，より自然で 

あろう。その問題について，いわば軍事的独裁政権の， 

下にある韓国およびタイ国の場合において，社会的緊 

張の斤，まりは，ストライキ行動を媒介として"-層娥烈 

なものとなゥているのとは，まさに対照的なのではな 

いであろう力、。

その意味では, との問題は，根底に計量経済学的手 

法をと.りながら，アジア社会め特殊性についての社会 

学的な視点からの分析を展開した鳥居泰彦氏のrアジ 

ア社会における：] : # 化と社会経済関係j によってより 

深められたということができる。

報告者はまず，最近のアジプ諸国における工業化の 

ひきおこすもっとも重要な問题として，（1)工業化にと 

もなって起る社会的緊張，（2)他の諸工業国との間の競 

争の激化，をあげ，従 '経済学者はこうした新たに 

出現しつつある諸問題にたいしてその对勉の仕方に画 

熟していないためと，これらの緊張や対立の親壁が， 

今迄どこにもみられなかった政治的，軍車的，経済的， 

人極的あるいは宗教的な側面を伸ったため，これを等

注( 3 )  Ibid., p. 7.
(4 )  Ibid., p. 8, '

• ( 5 )  Ibid., p. 8.

(6 )  Yasuhiko Toril, Industrialization and Socio-Economic Tensions in Aslan .Countries, pp, 2〜3.

一一  *
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旧視したことを撒調しているのは印象的である。

この報告においT 特質すべき点は， 鳥居氏が，[緊 

張J お よ ぴ 『对立_) ("tension" and "conflicts")，につ 

いてきわめて明決な説明をされていることである。す 

なわちまず第1 に, 個人であれ，グループ，階級，組 

織，産業あるいは® 民であれ， r緊張J とは， ある 

目懷にたいする『期待j ("e'xpectatioiV’）と 1"成果J 

("achievem ent")との間のギャ，ッ'プとして規定して 

いるのは興味深い。そしてこれと闕連して， r対立J 

("c o n flic t" )とは，潜在的な緊張が明白な対立となる 

飽和状態の限界点に至って生ずる不平，反対, 拭争， 

暴力などであるという。このt わめてポ唆的な挺定に 

導かれて，報告者は, 工業化の過程を，（1) 「伝統的な 

社会_) (Traditional Society), (2) [離陸のための準備 

期 j (Preconditions foi" Take-off), (3〉 [離陸j (Take­

off), (4) .「成熟への衝動 j (Drive to Maturity), (5) 

(■高度大量消費の時代」 （Age of High Mass Consu­

mption) と親定するロストゥ（W  ‘ W. Rostow) およ 

び 夕 ズ ネ タ ツ （Simon Kuznets),チ ナ リ ー (H. B. 

Chenery),チー.ラー（L. Taylor) め所説に依拠しつ 

つ， r工業化のドライヴj の段階から [成熟]にかけ 

ての現在のアジア諸国の工業化の段階を，主要な指導 

的 業 に つ い て 「中期工業i ("middle industries" )に 

'一*致するとし，’やがてそれは，Clieneryのいうところ 

の 「後期産業j ("late industries") f c ともなう高度 

大量生産への移行の時期として把握している。この場 

合，中期工業とは，ゴム化工，木材製造，電気機械， 

金厲加工な，どを意味し，また後期産業とは, 鉄鋼,化 

学工業，化学繊維，製紙ぉよび重化学工業が含まれる 

のであって, アジアの主要な国々は,つぎのような諸 

特徴をもつ状態に耍約されうるという。

( 1 ) 経済構造の，伝統的な単一栽培から次第に,依 

然として伝統的な部門をもちながらも小規模且つ盛 

廣な近代工業への恋貌。

( 2 ) 階級分解ないし陪級構成の変化,すなわち労働 

力の農村から都市への流出，また後者から前者への 

遺流という労働移勘の過程を媒介として，貧農(pea- 

sant farm er),伝統的な都市貧民（urban traditio­

nal poor),無給の家族従業員（unpaid family wor­

kers) などの, '近代的被雇用者ぺの爽化，などである。

鳥居氏の報告で特微的な点は，以上に'みるような

'法 （7 ) Ibid., p. 9.
(8 )  Ibid., p , 16.
( 9 )  Ibip., p p ,16〜17,

工業化とともに起る諸変化，とりわけ陪級問の, 対•立 

緊張の，政消的な反対運勘との関係を以下のように把 

握している点である。

•■独栽的な国家権力にたいする政治的な反対は，一 

M , 工業化の程度とは無関係であるように見える。 

しかしながらわれわれが，もし仔細に檢时するなら 

ぱ，これらの一見独立の現象とみられる緊張も，エ 

業化とともいます増大し複雑化することがわかる。J 

この点は，きわめて重要な指摘であって，次のプラ 

ド女史の報告における問題点の強調と一致する点であ 

ろぅ。

報告者は，（日本を例外として）アジア諸® を， シン 

ガポ一ル，台湾，マラヤおよび韓国のように，国民所 

得を急速に増加させつつある [新工業国家J と，フィ 

リピン, タイ国，インドネシアおよびインドなどのい 

わ ゆ る r発展途上国J に分けて比胶換討し，全体とし 

ての国民所得およぴ生産性の伸び傘および雇用状況を 

分析し, とくに工業人ロが人ロ全体の2‘ 5 パニセント 

以下といわれるタイ国について，大体つぎのような分 

折を行っている。すなわち，近代工業が労働力を吸収 

しないにもかかわらず，タイおよびインドネシアにお 

いては農村都市を往復する人口の流動的形態が支 

配的であり，しかも都市の伝統的な，すなわち都市に 

定着している人口の大きさは，全都市人ロの80バーセ 

ント上に達するという。 .

要するに，アジア諸国の総人口は，（1)約80〜90パー 

セントが農村人ロ，およそ10パーセント内外が伝統的 

な職業に固着する人口であり，近代工業に働く労働者 

はわずかに2 〜 3 パーセントにすぎないという。また 

雇用構造としては，過剰な労働力人口と近代工業r 適 

合的な熟練労働者の不足，’こうした労働市場の特殊性 

が，社会的衝突や労使関係における緊張とどのように 

絡み合っているかがffl要な問題となる。報告者は結論 

的に, アジア諸国における社会的緊張と労使紛♦につ 

V、て研'‘究する場合，（1)アジア諸国における工業化の成 

否は，工業化の結果であるのみならず,その規制耍因 

(regulating factors) である社会的緊張の解決如何 

にかかわっている。（2)近代ま業部門における緊服と紛 

争は，農村および都?|^の伝統的な部門における緊張の 

激化に影響をあたえ，とくに後者の場合はしぱしぱ顕 

在化する，(3〉工業化の進行とともに，緊張の数量的増

116(̂ 5ぶめ

I iiiWJ,̂ IH * 'J!' リ VWJM ノ !A， .-,-‘'.:ry.yrv；r..■r,'■•レ：.1_-デ.'>'-ゃ-了' . . レ--，ハ.,-..,:   __________________   . . - -  -- ■■■■■■■，幽̂ ...................     ■ .■-in.-|||-nrtTr-|—1------1--------
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加およびその性格の一層の複雑化がみられる。

報告者は，多くの統計や図表を掲げてとれらを例誕 

しているが，とりわけ1973年以後0 , 來南アジア諸国 

における労働争譲の急激な増加ぽ向にっいて，（1)争議 

件数は工業化の程度に正比例する。（2)厳力な政権の， 

争議にた!/、する抑止力がそれを減少さ‘ る。（3)1974年 

の韓国, 1 9ア3年のシンガポール , ！971年のマラヤおよ 

び1973年のタイ国のように，工業ス  ̂ロの増加傾向が低 

下するきき, 争譲が激化した等々であ£。ニ以上のよう 

な鳥居氏の東南アジア全般に直る労働争譲の分析が,

スコウヴイル氏とは対照的に,資本主義の発腰段階と 

政治状勢との関迪のなかで把握されている点が特徴的 

であるとすれぱ，第 3 報告考フラド女史の報告ほまこ 

とにフィリツピンにおける労使関係をとりまく状勢の 

きびしさ，とりわけ,労働者階級の生活状態を明確に 

分析し，また熱情的に斬えるととによって全譲出廣者 

に感銘をあたえた。

波女はまずその r序言j において，本来，工業化は， 

労働者め生活水準の向上に結びつくぺきであるのに， 

逆にそれは農村共同体から農民を遊離させて賞労働者 

化し労働者かを安定を奪い，彼らの困窮と苦難を増 

大させてi 、ると鋭く指摘するこのような告発的な発 

言は，今迄の報告にはみられなかったところであり, 

私は強い衝撃をうけた。彼女のこの報告における主眼 

は，（1)急激な工業化の測に臨むフィリ，ツピンの雇用状 

況，（2)農民の農村共同体からの遊離と，その彼らめ生 

活にあたえる影響，（3)エ樂化が働く人々にあたえる有 

害な結果をいかに減少させるか，の諸点であり，それ 

らを製糖業，衣服および電機産業に焦点をあてて明ら 

かにしようとするものであった。

彼女の第1 の問題，すなわちプィリサピンの雇用状 

態についセは, 1971年 , 失業者，半失業(under.eiiiploy■- 

m erit)者は，全就業者の2Sパーセントすご達し， 現在 

もれよりネないと信ずき理由ははとんどないとい 

う。

しかしもっとも注目すぺき現!^は賃金と物価の関係 

で， 首 都 '^ ユラにおける消費者物価指数は， 19ア2年 

を100とすれば，1966年は66.4であったものが1978年

には実に210’に達するという猛烈なインプレーシg ソ 

の進行状態であったのにたいし，やはりマニラにおけ 

る熟練および不熟練労働者の実質貨金による購買力指 

数は，19724fiをlO O iすれぱ, i如6年には104‘ 8であi た 

のにた( [、し， I 978年には70〜GOと氣速な下落を記録し 

たという。站，論的に云えぱ，相対•的により多くのプィ 

リッピン家族が，1%1年" よ も 1971年において,国民 

所得のより少ない部分をうけとるという，まさに絶对 

的筋乏化の状態にあったことになる。

しかしこのフラド女史の報告において非常に印象的 

であったのは，彼女が，フィ. リッピンの現下の政治情 

況を大胆に分析し*いわゆる草事政権下における労使 

関係および労働者状態の朱だ触れられなかった部分に 

ふれたことであり，出席者は報告内密の質の問題はと 

もかく，この会譲のどの報告よりも深刻な衝鶴を5 け 

たのではないかと思う。

1972年，戒厳令の亦告以来，政府はフィリッ.ピンの 

産業基盤を充実し，外旧と、の競争力の強化および外貨 

の蓄積を目的として，ニ面的な政策を展開するに至っ 

た。すなわち，ぺソの対ドル平価切り下げを強行する 

ことによって外® 資本の流入を窓易にし，産業资本の 

育成に努力を仏う一方，# 働者にy iいする弾圧を強化 

したことであった。そして他方において,最低質金法 

の制定や医療保障を中心とする社会保障充卖の政策が 

急遽とられたが，国民経済の危機は，実質賃金の低下 

をくいとめることができなかったという。

以上のようなフィリッピン国民紐清にたいする一般 

的な考察の下に，彼女は , (1)製 糖 氣 (2)国営企業，(3) 

衣服，電機産氣および (4)非工業化部門について，ま 

ず労働者状態の観察を行っている。 .

世界的な好景気に支えられて, 1960年代は，製糖業 

の絶頂を記録し，とりわけ1974年， — 口ッパの砂糖 

，大根の栽培（sugar baet crop).が未曾着の不作を体驗 

し，このため砂糖価格は1 ポンドあたり12セントから 

65セントに急騰するというまさにr黄金時代J を迎え 

たのであったが，その後，オイル . シ g ックを契機と 

する大不況の到来とともに, 1975年には36ゼントに急
CH>

落するに至った。しかも1め6/すニ1 月には実にI6：k ント

注(1 0 )エbid" P* 2を

(11) Elsa P. Jurad, Social Tensions and Industrialization： Observatkns of Condition of Employment 
of Phippino Workers in Some Industries, p. 4.

(12) Ibid., p. 3.
(13) Ibid" p. 7. ,
<14) Ibid,, P. 6.
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という壊滅的打撃をうけるに至った。そして報告者は， 

この結来は，労働者にたいするf i 牲となって現われた 

というのである。

砂糖キビの他の穀物への艇作が奨励されたにもかか 

わらず，技術の不足と市場の不安定のために成功せず， 

- 方，製糖業における機械化にともなう失業者の.増大 

が激刻化した。こうした民間産業の状熊に比較して， 

国家管理部門の製造業，鉱業，商業，運輸，通信業， 

サーヴィス部門では，その矛盾はより拡大した形をと 

って現われる。

雇用の拡大をはかるために行われた19ア2〜76年まで 

の r 4 ケ年発展計画J によって, ，外l i 資本への依存は 

深められたが, 資本不足に悩むフィリジピン経済は， 

資本盤約的というよりは，多くの労働力を必喪とする， 

いわぱ labour-intensiveな産業の助長政策の.下で ,. 

国内および世界市場にたいして，低賞金労働による生 

産物の輸出増加が国策として故調された。13家管理企 

業 は ,一般に民間産業よりは高い賃金が支払われてい 

ることになっているばかりでなく，組織化も進み，国 

.家管理産業の62パ一セントは労働組合をもっていた点

に，民間産業とは異なる特色をもつ。

報告者は，労使緊張の原因は経営側の態度に帰せら 

れるとし，とりわけ日本人経営者の労働者福祉への無 

関心な態度があげられている。

つぎに衣服産業である力*、， 1978年現在， 1,000企 

業，従業員500,200人のうち, 180はマニラ，12企業は 

バターン半島に集中している。 すなわち従業員は， 

200,000人がマニラの企業，300,200人が家内工業に従 

事しているという。問題は, ‘賞金の支払形態で，マニ 

ラおよびバター ,ン地区の-労 働 者 は 日 い 賃 金 （daily 

w a ge ),その周辺は出来高狂iい （piece-work)で， い 

うまでもなく'，出来高仏いの方が安い。そして後者は 

日仏い賃金労働者の交渉力を掘り崩すために国家管理 

企讓によって利用され，賞金を切り下げるための緩衝 

体となるという。また白払V、賞金労働者にたいしては,

I■仕事の割当制度」 （quota system )が採られ，'.低賃 

をを推進するために，. 企業のなかには，徒弟期間と称 

して， 6 ケ月以上にわたって， レぺソという異常な低 
( 16)

賀金をi放制するところもみられた。

また常機座業の状態もひどく，肩用の不安定は,外 

国ホ場の不確英性によって一層刺戟さi i , 大量の一時

注(15) Ibid
(16) Ibid

P . 12. 
p . 16.ノ … よ ハ -

(17) Ibid., pp, 24〜25,

解雇が慢性的な状態になっているという。平均11〜13 

ぺソという勉賃金政策雄持するために，独身女性が 

多く雇用され，衣服ま業と同じく，しばしぱ，徒弟制 

度や見習期間を延長する政策がとられ，永続雇用を保 

障せず，不況湖には一時解そして好況期 fcは臨時 

照用し，結筒， "permanent ca su a l"の状態におか 

れる。 •

茵家管理企業の賃金は，民間企業より上廻るとはい 

政府の最低賞余をわずかに超す程度であって， 

TN C  (国家管理企業の略称）の組織率の高さは，組合員 

が圧倒的な大多数を占める臨時労働者(casuals) では 

なく，永綺雇用の労働者であることによっている6 し 

かん労働組合はストライキ権を剝奪され，労働条件改 

善のためのス:トライキですらV 指導者は，軍法会譲に 

かけられるという情況である。このはか報告者は，エ 

寒化の儀牲となって農村から流出し，しかも都市にお 

いて行商人や市街清掃人などのぜ多なしかも不安定な 

職業にしか就けない人h についてのべて、るが,結論 

として彼女が大胆に提起している問題は深刻である。 

「産業が私的利益を追求するように組み立てられてい 

る社会においては，経済的発展の結果は，生活の面で. 

の大きな不均衡，階級的不平等の深刻化，低賞金，完 

全失業である……。とのために何もなされえないので 

あろうか。決してそうではない。それとは逆に，この 

ような社会的緊張の原因を絶減することはできないま 

でも，少なくとも減少させる努力がつづけられねぱな 

らない。しかしながらこれらの努力は，たんに政策を 

変更することだけでは駄目で，これを超えなけれぱな 

らない。それはつぎのような仕方で:,社会構造の正 

(the modification of the social structure) を目指 

さなけれぱならない。すなわち人民の大多数をしめる 

人々を構成する労働者が,対抗して政治的および社会 

経済的権力を獲得することである。これには，民衆の 

支持を得て，強い国民的指導性の遂行の下で，国民に 

よる政治的な意志の行使を必要とするであろうJ。

この最後の r結びJ は,フラド女史の思想が狗語ら 

れており，與味深い。参加者に深い感絲をあたえたが， 

しかし労働者状態については多くのことが語られたに 

もかかわらず，労使関係および社会的緊張との関速に 

ついては充分ではなかったような気がする。

つぎに，クォーリック大学のジョセプ，イングランド
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Elias Ramos,
Ibid., p. 3.
Ibid., p. 4.
Ibid., P. 6.
Ibid., p. 6.
Ibid,, p. 8,
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教授の香港の労使関係についての報告が行われたので 

あるが，これについて，ここで紹介する余裕がないの 

は遺憾である。フラド女史の報告に密接な関連をもち， 

さまざまな面で対照的なラモス氏（Elius T. Ramos) 
の Tフィリッピンにおける离業平和の摸索j について 

紹介したい6

ラモス氏の報告は，クラド女史の報告が，労働者状 

態を中心f c していたのにたいして，労働運動および労 

使関係についてかなり詳細に問題点を指摘している。

プイリッピンにおける労使関係の歴史は, 1936年の 

労使関係载判所 (Court of Industrial Relations)が 

建設されたときにはじまり，それは労働組合の登録と 

強制仲栽制度を前提として，借地農ぉよび製糖業労働 

者の争議を參止することを目的としていた。

第 2 次大戦後， 19S3年， 産 業 平 和 法 （Industrial 

Peace Act，.‘…I P A と略称）の制定によって政治的な影 

響を強くうけた労働運動が,ま業不安の原因となるこ 

とを察知した政府は,これを抑制するために, 非農業部 

門の労働者の組織化を奨励することによって，団体交 

渉'制度の樹立を中心として，いわぱアメリカ型の組合 

の普及による，安定的な労資関係を確立しようとした。 

こうして1953年から72年までの労働連動の模索の時代 

がはじまるのである力' ; , この時期， IP A は二つの面で 

マィリッピンの労使関係に影響を及ぼしたという。す 

なわち, （1)都市労働者組織化への声;献，（2)(1〉とならん 

で図体交渉制虔ぉよび労働協約の慣行としての定卷,

しれであった0.

報告者はここで，農業労働者にたいして団結権を保 

障しなかった政府の労働政策には何もふれていないが， 

実はこの点がひとつの大きな問題ではないだろうか。

IP A はしかし争議を根絶しえないぱかりか，組織率 

の増大が労働争議を増大させ，たとえぱ1953年にはわ 

ずか13件にすぎなかったもの力t , 1971年には157件と， 

10倍以上も増加し，ストライキ活動は， P 本やイソ ド 

よりは低いが，アジアのどこの国よりも高いという現 

象によって特徴づけられるという。間題は，労使関係 

政策の点で政府と経営者との間には,感覚的なズレが 

あることである。社会不安に真接つながるような争議

を極力回避し， r健全なJ 労使関係の発展を期する政 

府と，0 体交渉に象徴される労使対等の原則を認めよ 

うとしない経営者との矛盾，とれは不断の労使紛争の 

火翁となっている。また企榮の中で複数の組合が競合 

的関係にある場合には,経営者はこれtこ乗じて不自\練 ♦ 

半熟練労働者を動員してストライキ破りfc利用するた 

め，労使関係を悪化をせている。

こうした背景とは逝に，労使関係が成功している例 

として，1960〜70年代に，木材, 鉱山，砂糖製造など 

において平穏な労使開係が出現しでいるが，他方，運 

輸，航空, バス，鉄道,水道公社などははげしい暴力的 

な紛争に巻-き込まれ,ストライキ続行中これを運営す 

るために，陸軍の技術部隊が導入されるととがあった 

が必ず,しも成功しなかったといわれる。そのは力、1968 

年，けィリッピン政府■係従業員協会丄の指導によ 

り，公務さが戦■ 的となり，69年にはマニラの公立学 

校の先生の，大量職場離脱があり，さらに1970〜71年 

には， 公務員は， 民間労組， rフィリッピン自由労働 

組合連盟J (Philippine Aissociation of Free Labour 

Unions).お よ び 「全 ® 労 働 者 速 (National Associ­

ation of W o rk e rs )との協同の下に戦闘性を強めつつ 

あるという。

^ うした情勢のなかで，政府の劣働者のストライキ 

抑制の動きが活殺となり，プィリッピン議会は1968年， 

重要業すなゎち , 電気',水道，運輸および銀行の従業 

員からストライキ権を愈おうとしたのであって, 1072 

年，戒厳合の発布とともに,労使関係は重大な局面を 

迎え，とくに政治的色彩をもつストライキは,軍隊に 

よって弾圧されるに至った。その結果は, 1974年 ,基  

本的には労働☆法社会立法との複合ともいうべき 

r労働条令J が，労働時間，全国的最低賃金,超過労 

働時間手当およぴ安全要求（safety requirement)’な， 

どを規定することとなった。

こ の 「労働条令j の発布は,労使関係に一転機を画 

すさものであって, 労使協調的なIfe業別ラインによる 

上からの全ffl組合の結成への動きがたかまるとともに， 

1953〜 年 の C I R よりもはるかに広机な権眼と-欺判 

権をもち, 議長を含む3 人め政府代表を員，雇主およ
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)
)
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)
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r三田学会雑誌J 72卷 3 号 （1979年6月）

び組織労働者より派遣された各2 名の代表者がら構成 

される■'全国労働開係委員会j (National Labor Re­

lations Commission)が仲栽機関として設置された。

以4iのような労使関係の変化にたいして，政府の労 

使関係政策に敏感な一般の民間組合の指導者は，上か 

らの政府主導の労働運動の再成に反対する動きを示 

したのであった。1975年，政麻の散迎の下にプィリタ 

ピン労働組合総評譲会(T U C P )が結成された。 しか 

し13の連 盟 （federation)は T U C P に入らず，他の独 . 

立の連合体 （confederation)をつくろうとした。 との 

ように，フィリッピンの労使関係は, 現在，困難な時 

期を迎え，複I I な様相を呈しつつあるという。と!?わ 

け, 報告者が結論の部分において，「强制仲裁と団体 

交渉の制度化のメカニズム，すなわちアメ ！）力型は失 

敗したJ とのべているのは印象的である。このま現は， 

プィリッピンの風土を無視した労使関係の強制は無理- 

を伴う ことを暗示しているかにみえる。

フィリピンにおける伝統的な社会構造，その農村 

的な共同体的思考が，西ョ 一口ッバ的な労使関係を無 

条件にうけいれるものではないということかもしれな 

いし，職業的な学校教育をうけた労働貴族的な指導者 

とプル一 . カ ラ ー の 指導者との対立も明白't?ある。そ 

れらは，政府の支持の下に国家管理企業を中心に産業‘ 

別労働組合の方向と士卷的な第一次産業中心の地方労 

働担合の連合体との対立でもあり，労働戦線の对立は 

きわめて深刻化しているといえよう'。 '

最後に筆者は，経営参加間題についてふれた特異な 

報告，ヨハンネス，シュレグレ氏の[アジア諸国の社 

会経済的発展における労働者参加j について意見をの 

ベることによって, こ の •■学界展望J を終りたいと思

S chreg le氏は，ジュネーヴ所在のI L O ,労使関係 

および労{動管理部の主任であり，アジア関係の労使関 

係にかんする研究家として知られている。彼はまず， 

アジア諸国における最近の労使関係の発展について, 

つぎのような整理を行っている。

( 1 ) パキスタン. 三者構成の労■働 会 議 ’ (Labour 

Conference) I;こ. よ.ゥ . て民労働委員会 j (National 

Labour Commission)力’、1978印■.に設立され， 1名の譲 

長と労使各2 名の代表から成る。

( 2 ) イ ン ド 労使関係法の成立が目下の焦点である。

(3) ネ パ ー ル 綜合的な労働立法や盤備にむけて準

傭中。

( 4 ) スリランカ' 1978年の白書にもとづく労働開係 

政策の展開， 金業単位の従業員委員会（employees， 

councils in enterprise)の設立。

( 5 ) バングラデシュ三者構成の r労働諮問養員会J 

(Labour Consultative Committee)の西建。

( 6 ) インドネシア企業レヴ :=ルの団体ま渡の方向。

( 7 ) マ レ ー シ ァ 1969年から労使開係法の制定，公 

務員の争議を禁ずる工業载判所（Industrial Courり 

の決定にたいする組合の皮対にたいして,公務員業務 

法廷の設立。

( 8 ) シンガ;一 ル I960年の労使関係法,19 72年fzi 

，は全国貧金審議会の設立，また全国生産性局（National 

Productivity Board) による生産養員会の設立o.

( 9 ) フ-ィリ.ッ ピ ン I 974年, la b o u r Codeの発合, 

仲数裁判所の設置が問題。

⑩ i L l 1975年，労働関係法の充布,労使組合は 

単一 の̂労僕！;組合連盟をつくろうとして.いる。

ホ ン コ ン 1975年，新労使関係法によって, 労 

使関係制度の立法的な基礎がおかれた。

n 1 1 1 9 5 3 年に立法化された労使関係法の間題 

点は, 企業め交渉とま-業別3：?渉および労働者の経営参 

加である6

m フ ィ ジ ー 1973年,三者構成による労働諮問委 

'員会 (Labour Advisory Board )に よ る 『労使関係実 

施要領J (Industrial Relations Code of P ractice )の 

制定。

U パプア . ニューギニア 1967〜71年， 「労使関 

係法j の制定。

⑩ ビ ル マ 労働者個人の任意の参加による全労働 

者の組織としての r人民工場委員会KPeople’3 Works 

C orm cil)の設立。

a令 m 公務員の争議権CD問題，終身雇用，年功 

制の問題, 業別組合。

さすがは，1L0の專門研究員だけあって,ァジァ地 

域の労使関係のあらゆる問題をきわめて筒潔に概観し 

ズいるが， この報告における報告者の粗いは，[労使 

関係におけるァジァ的特徴J の把握である。一般にア 

ジァ諸131の労使関係は，ァメリカ合衆®およびイギリ 

スの影響下に発展の歩みを迪ったのであるが，報告者 

の力Aミは，労使関係において急速な経済的発展および 

加速的に増大しつつある工業化の必要と，アジア的な

注（24) Johannes Schregle, Worker Participation in the Socio-Economic Development of Asian Countries, 
pp. 3 〜5.
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アジア地域における労使関係の現状 

価値，伝統，態度および行動様式を失わずにもってと

の必要性，この両者をいかに調和させるか，というこ 

とであった。

シュレグレ氏の報告およびそのレジュ メにおいてき 

わめて特徴的であるのは，彼が53 — ロッパの労使関係 

K~はみられないアシア独特の「調和j ("hannony")’ 

を強調していることである。即 'fe, は，英語でいう

と と ろ の "harm ony"は， アジア的慨念としての 

"h a rm on y "を正しく表現することができないとい(^。 

何故なら， 英語のそれとは違って， アジアの "har­

mony" は，倫理的もしくは道徳的な価値ではなくて， 

ひとつの思考方法（a way of thinking) あるいは心 

的態度 （a state of m in d )である <̂ いう。そして，その 

具体的なあらわれを，労働組合は政府を発展における 

Im r tn e rと考えるという点に求める。 その結果，in­

dustrial h arm onyと労働争譲とは相互い挑除するも 

のではないという。

.3 — F» ッパの労便を渡においては，政府はあくまで. 

も労使双方の外部にとどまろうとするのに反し，アジ 

アでは積極的な介入が求められる。そして経済的発展 

の必要上，協調と強制仲栽が慣行し，労働組合もこれ 

を受け入れる。もちろんこの背景には,外資導入の必 

耍ということもあるが，アジア諸■ の場合は，政府の 

介入が, 0 体交渉の抑制となるかそれとも助長となる 

か明確に決定することはきわめて困難である。 

' 報告者は，こ の 「政府の介入j にかんして，アジア 

諸国の労使関係においてみられるひとつの弱点として, 

「過度cp合法主義j (excessive lega lism )をあげ， こ 

れを避けるのに成功したのは日本であると主張してい

る。日本の労使関係が栽判上の訴訟問題に発展する例 

が少ないととを意味しているようである。団体交渉, 

調停およぴ仲裁機倩，労働者委員会のような労使関係 

の場が，ヨーロタパにおいては，制度的侧面が重視さ 

れるりにたいし，アジアではこの制度の背後にあって 

これを支える人々の態鹿(attitudes and patterns of 

behaviom，）が重要であり， その研究が労使関係の理 

解のために不可欠であるという。アジア諸■ は，それ 

ぞれ個性と特質とをもつが，ひとたび西ヨーロッパと 

比较するならぱ，アジア自身として共通のものをもつ 

のである。

報告者の,アジアの労使開係における日本の重要性 

についてのべているところを耍約すれぱ，つぎのよう 

になるであろう。

①発展した技術と伝統的価値とをどのように結びつ 

けるか。

②日本の労使関係において，日本的なものとアジア 

的なものとは，どのように結びついているか。

③年功制をはじめとする日本の制度や慣行が，アジ 

ア諸国にとってどの程度うけ入れられるものであ 

るか。

シュレグレ氏は，日本の企業内労使関係をすでに事 

'実上 の r経営参加j のアジア的形態として評価し，こ 

のなかに，西欧の労使関係が見出しえなかったもの， 

しかもアジアの労働者階級がまさに見出すベきものを 

求めているかのようである。やや楽観的な論調ではあ 

ったが，またアジアの政治情勢にもとづく社会的緊張 

を無視しているのは欠点であるが，印象に残る報告の 

ひとつであった。

- (経済学部教授）

注(25) Ibid', p. 6.
(26) ェ bid., p. 8.
(27) Ibid., p. 15.

121 (393 )

V..，.


